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(57)【要約】
【課題】　施策導入の効果を予測する際の予測精度を向
上させる。
【解決手段】　施策導入効果予測装置は、目的変数の時
系列データから算出される階差データと説明変数の時系
列データから算出される階差データとに基づいて算定モ
デルを算出するモデル算出部と、施策導入する場合の前
記説明変数の変化量を、前記算定モデルに入力すること
で、前記目的変数の変化量を算出する変化量算出部と、
施策導入しない場合の前記目的変数の予測値に、前記目
的変数の変化量を加算することで、施策導入する場合の
前記目的変数の予測値を算出する予測値算出部とを有す
る。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　目的変数の時系列データから算出される階差データと説明変数の時系列データから算出
される階差データとに基づいて算定モデルを算出するモデル算出部と、
　施策導入する場合の前記説明変数の変化量を、前記算定モデルに入力することで、前記
目的変数の変化量を算出する変化量算出部と、
　施策導入しない場合の前記目的変数の予測値に、前記目的変数の変化量を加算すること
で、施策導入する場合の前記目的変数の予測値を算出する予測値算出部と
　を有することを特徴とする施策導入効果予測装置。
【請求項２】
　前記モデル算出部は、前記目的変数の時系列データから算出される階差データと前記説
明変数の時系列データから算出される階差データとが正の相関を有する場合の算定モデル
、または、前記目的変数の時系列データから算出される階差データと前記説明変数の時系
列データから算出される階差データとが負の相関を有する場合の算定モデルのいずれかの
算定モデルを算出することを特徴とする請求項１に記載の施策導入効果予測装置。
【請求項３】
　前記モデル算出部は、
　前記正の相関を有する場合、前記目的変数の時系列データから算出される階差データと
、前記説明変数の時系列データから算出される階差データとが、互いに同符号となる階差
データを用いて前記算定モデルを算出し、
　前記負の相関を有する場合、前記目的変数の時系列データから算出される階差データと
、前記説明変数の時系列データから算出される階差データとが、互いに異符号となる階差
データを用いて前記算定モデルを算出することを特徴とする請求項２に記載の施策導入効
果予測装置。
【請求項４】
　施策導入する場合の前記説明変数の変化量は、
　前記説明変数の時系列データを回帰分析することで得られる、施策導入しない場合の前
記説明変数の予測値と、施策導入する場合の前記説明変数の期待値との差分に基づいて算
出されることを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の施策導入効果予測装置
。
【請求項５】
　施策導入しない場合の前記目的変数の予測値は、
　前記目的変数の時系列データを回帰分析することで得られることを特徴とする請求項１
乃至４のいずれか１項に記載の施策導入効果予測装置。
【請求項６】
　目的変数の時系列データから算出される階差データと説明変数の時系列データから算出
される階差データとに基づいて算定モデルを算出し、
　施策導入する場合の前記説明変数の変化量を、前記算定モデルに入力することで、前記
目的変数の変化量を算出し、
　施策導入しない場合の前記目的変数の予測値に、前記目的変数の変化量を加算すること
で、施策導入する場合の前記目的変数の予測値を算出する、
　処理をコンピュータに実行させるための施策導入効果予測プログラム。
【請求項７】
　目的変数の時系列データから算出される階差データと説明変数の時系列データから算出
される階差データとに基づいて算定モデルを算出し、
　施策導入する場合の前記説明変数の変化量を、前記算定モデルに入力することで、前記
目的変数の変化量を算出し、
　施策導入しない場合の前記目的変数の予測値に、前記目的変数の変化量を加算すること
で、施策導入する場合の前記目的変数の予測値を算出する、
　処理をコンピュータが実行することを特徴とする施策導入効果予測方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、施策導入効果予測装置、施策導入効果予測プログラム及び施策導入効果予測
方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　市区町村等の自治体においては、各種社会問題（例えば、人口減少、少子高齢化等）に
対する有効な施策を立案することが求められる。施策の立案においては、経験則に頼るこ
となく、施策を導入した際の効果を定量的に検証することが必要であり、従来より、シミ
ュレーションによる将来予測が検討されている。
【０００３】
　シミュレーションによる将来予測において、目的変数（施策導入の効果を示す変数）と
説明変数（目的変数との関係性が高い変数）の時系列データを回帰分析し、モデルを算出
することは有効な予測方法の１つである。例えば、時系列の人口データを目的変数、時系
列の婚姻件数データ等を説明変数として回帰分析を行い、算出したモデルに、施策導入し
た場合の説明変数の期待値（施策導入した場合の婚姻件数データの期待値）を入力する。
これにより、当該予測方法によれば、将来予測として、目的変数（人口データ）の予測値
を算出し、施策導入の効果を定量的に把握することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－６１６９８号公報
【特許文献２】特開２００５－３３２３５０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記のような回帰分析に基づいて算出するモデルの場合、互いに相関の
高い説明変数が含まれていると、多重共線性の影響により目的変数の予測値が安定せず、
適切な予測値が算出できないといった問題がある。また、モデルの算出に際しては過去の
時系列データが用いられるため、当該モデルには、施策導入したことによる社会構造の変
化が反映されておらず、算出する目的変数の予測値が実際の値と乖離してしまうといった
問題がある。
【０００６】
　一つの側面では、施策導入の効果を予測する際の予測精度を向上させることを目的とし
ている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　一態様によれば、施策導入効果予測装置は、
　目的変数の時系列データから算出される階差データと説明変数の時系列データから算出
される階差データとに基づいて算定モデルを算出するモデル算出部と、
　施策導入する場合の前記説明変数の変化量を、前記算定モデルに入力することで、前記
目的変数の変化量を算出する変化量算出部と、
　施策導入しない場合の前記目的変数の予測値に、前記目的変数の変化量を加算すること
で、施策導入する場合の前記目的変数の予測値を算出する予測値算出部とを有する。
【発明の効果】
【０００８】
　施策導入の効果を予測する際の予測精度を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
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【図１】施策導入効果予測システムのシステム構成の一例を示す図である。
【図２】時系列データ格納装置に格納される時系列データの一例を示す図である。
【図３】サーバ装置のハードウェア構成の一例を示す図である。
【図４】サーバ装置の機能構成の一例を示す図である。
【図５】ＵＩ提供部により提供されるシミュレーションアプリが実行されることで、端末
に表示される表示画面の一例を示す図である。
【図６】第１の実施形態におけるモデル算出部の処理の具体例を示す図である。
【図７】第１の実施形態におけるＢＡＵ算出部の処理の具体例を示す図である。
【図８】第１の実施形態における効果算出部の処理の具体例を示す図である。
【図９】第１の実施形態における変化量算出部及び予測値算出部の処理の具体例を示す図
である。
【図１０】シミュレーション結果出力部によりシミュレーション結果が送信されることで
、端末に表示される表示画面の一例を示す図である。
【図１１】施策導入効果シミュレーション処理のフローチャートである。
【図１２】第２の実施形態におけるモデル算出部の処理の具体例を示す図である。
【図１３】第２の実施形態における効果算出部の処理の具体例を示す図である。
【図１４】第２の実施形態における変化量算出部及び予測値算出部の処理の具体例を示す
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、各実施形態について添付の図面を参照しながら説明する。なお、本明細書及び図
面において、実質的に同一の機能構成を有する構成要素については、同一の符号を付する
ことにより重複した説明を省く。
【００１１】
　［第１の実施形態］
　＜施策導入効果予測システムのシステム構成＞
　はじめに、施策導入効果予測システムのシステム構成について説明する。図１は、施策
導入効果予測システムのシステム構成の一例を示す図である。
【００１２】
　図１に示すように、施策導入効果予測システム１００は、端末１１０、サーバ装置１２
０、時系列データ格納装置１３０を有する。施策導入効果予測システム１００に含まれる
各装置は、ネットワーク１４０を介して相互に接続されている。
【００１３】
　端末１１０は、例えば、自治体に設置され、施策立案の業務を行うユーザが利用する。
端末１１０には、Ｗｅｂブラウザがインストールされており、ネットワーク１４０を介し
て当該Ｗｅｂブラウザがサーバ装置１２０にアクセスすることで、シミュレーションアプ
リのダウンロード要求を行う。シミュレーションアプリとは、サーバ装置１２０が提供す
る、施策導入効果予測サービスを利用するためのアプリケーションである。
【００１４】
　端末１１０は、ダウンロード要求に応じてサーバ装置１２０より送信されたシミュレー
ションアプリを介して、時系列データ格納装置１３０にアクセスし、シミュレーション対
象となる自治体が管理している各種時系列データを取得する。施策立案の業務を行うユー
ザは、端末１１０が取得した時系列データに基づいて、施策内容を決定する。
【００１５】
　具体的には、ユーザは、地方自治体名を入力するとともに、目的変数名（施策導入の効
果を示す変数名（例えば"人口"））と、説明変数名（目的変数との関係性が高い変数名（
例えば、"婚姻件数"））とを選択し、シミュレーションアプリに入力する。また、ユーザ
は、施策導入した場合の説明変数の期待値（施策導入した場合の婚姻件数データの期待値
）をシミュレーションアプリに入力する。
【００１６】
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　端末１１０は、シミュレーションアプリを介して、ユーザにより入力された施策内容を
含むシミュレーション要求をサーバ装置１２０に送信し、施策要求導入効果シミュレーシ
ョン処理の実行を要求する。なお、シミュレーション要求に含まれる施策内容には、ユー
ザにより入力された、地方自治体名、目的変数名、説明変数名、施策導入した場合の説明
変数の期待値、等が含まれる。
【００１７】
　更に、端末１１０は、施策導入効果シミュレーション処理の実行に伴ってサーバ装置１
２０より送信されたシミュレーション結果を受信し、表示する。
【００１８】
　サーバ装置１２０は、施策導入効果予測装置の一例である。サーバ装置１２０には、施
策導入効果予測プログラムがインストールされている。サーバ装置１２０は、当該施策導
入効果予測プログラムを実行することで、施策導入効果予測部１２１として機能する。
【００１９】
　施策導入効果予測部１２１は、端末１１０からのダウンロード要求に応じて、端末１１
０にシミュレーションアプリを送信する。また、施策導入効果予測部１２１は、端末１１
０からのシミュレーション要求に応じて、施策導入効果シミュレーション処理を実行し、
シミュレーション結果を端末１１０に送信する。
【００２０】
　なお、施策導入効果予測部１２１は、施策導入効果シミュレーション処理を実行するこ
とで算出されるＢＡＵ（Business As Usual）データ（詳細は後述）を、ＢＡＵデータ格
納部１２２に格納する。
【００２１】
　時系列データ格納装置１３０は、自治体ごとに管理している各種時系列データ（"地方
自治体の時系列データ"と称す）を格納する。また、時系列データ格納装置１３０は、各
自治体（例えば、全国約１７００の市区町村）が管理している各種時系列データを全国規
模で集計した各種時系列データ（"全国の時系列データ"と称す）を格納する。
【００２２】
　＜時系列データの説明＞
　図２は、時系列データ格納装置に格納される時系列データの一例を示す図である。この
うち、図２（ａ）は、地方自治体の時系列データの一例である。図２（ａ）の例は、地方
自治体名＝"ａａａ"の地方自治体の時系列データ２１０であることを示している。
【００２３】
　地方自治体の時系列データ２１０には、情報の項目として、"年"、"人口"、"婚姻件数"
等が含まれる。"年"には、地方自治体名＝"ａａａ"の地方自治体において、各データが集
計された年が記録される。"人口"には、地方自治体名＝"ａａａ"の地方自治体において集
計された各年の人口データが記録される。"婚姻件数"には、地方自治体＝"ａａａ"の地方
自治体において集計された各年の婚姻件数データが記録される。
【００２４】
　図２（ａ）の例は、地方自治体名＝"ａａａ"の地方自治体の２０００年における人口が
１８６５８８人で、その年の婚姻件数が１０３３件であったことを示している。以下、地
方自治体の時系列データ２１０には、２０１３年までの人口、婚姻件数がそれぞれ記録さ
れているものとする（第１の実施形態では、現在時点を、２０１３年であるとして説明す
る）。
【００２５】
　なお、図２（ａ）に示す地方自治体の時系列データ２１０の情報の項目は一例であり、
他の情報の項目が含まれていてもよい。
【００２６】
　図２（ｂ）は、全国の時系列データの一例である。図２（ｂ）に示すように、全国の時
系列データ２２０に含まれる情報の項目は、地方自治体の時系列データ２１０に含まれる
情報の項目と同じである。したがって、ここでは全国の時系列データ２２０についての詳
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細な説明は省略する。
【００２７】
　＜施策導入効果予測システムに含まれる各装置のハードウェア構成＞
　次に、施策導入効果予測システム１００に含まれる各装置（端末１１０～時系列データ
格納装置１３０）のハードウェア構成について説明する。なお、施策導入効果予測システ
ム１００に含まれる各装置のハードウェア構成は概ね同じであるため、ここでは、サーバ
装置１２０のハードウェア構成について説明する。
【００２８】
　図３は、サーバ装置のハードウェア構成の一例を示す図である。図３に示すように、サ
ーバ装置１２０は、ＣＰＵ（Central Processing Unit）３０１、ＲＯＭ（Read Only Mem
ory）３０２、ＲＡＭ（Random Access Memory）３０３を有する。ＣＰＵ３０１、ＲＯＭ
３０２、ＲＡＭ３０３は、いわゆるコンピュータを形成する。
【００２９】
　また、サーバ装置１２０は、補助記憶装置３０４、表示装置３０５、操作装置３０６、
Ｉ／Ｆ（Interface）装置３０７、ドライブ装置３０８を有する。なお、サーバ装置１２
０の各部は、バス３０９を介して相互に接続されている。
【００３０】
　ＣＰＵ３０１は、補助記憶装置３０４にインストールされている各種プログラム（例え
ば、施策導入効果予測プログラム等）を実行するデバイスである。ＲＯＭ３０２は、不揮
発性メモリである。ＲＯＭ３０２は、補助記憶装置３０４にインストールされている各種
プログラムをＣＰＵ３０１が実行するために必要な各種プログラム、データ等を格納する
主記憶デバイスとして機能する。具体的には、ＲＯＭ３０２はＢＩＯＳ（Basic Input/Ou
tput System）やＥＦＩ（Extensible Firmware Interface）等のブートプログラム等を格
納する。
【００３１】
　ＲＡＭ３０３は、ＤＲＡＭ（Dynamic Random Access Memory）やＳＲＡＭ（Static Ran
dom Access Memory）等の揮発性メモリである。ＲＡＭ３０３は、補助記憶装置３０４に
インストールされている各種プログラムがＣＰＵ３０１によって実行される際に展開され
る、作業領域を提供する主記憶デバイスとして機能する。
【００３２】
　補助記憶装置３０４は、各種プログラムや、各種プログラムが実行されることで生成さ
れる情報、ならびに各種プログラムが実行される際に用いられる情報を格納する補助記憶
デバイスである。ＢＡＵデータ格納部１２２は、補助記憶装置３０４において実現される
。
【００３３】
　表示装置３０５は、サーバ装置１２０の内部状態等を表示する表示デバイスである。操
作装置３０６は、サーバ装置１２０の管理者がサーバ装置１２０に対して各種指示を入力
するための入力デバイスである。
【００３４】
　Ｉ／Ｆ装置３０７は、ネットワーク１４０に接続し、端末１１０、時系列データ格納装
置１３０と通信を行うための通信デバイスである。
【００３５】
　ドライブ装置３０８は記録媒体３１０をセットするためのデバイスである。ここでいう
記録媒体３１０には、ＣＤ－ＲＯＭ、フレキシブルディスク、光磁気ディスク等のように
情報を光学的、電気的あるいは磁気的に記録する媒体が含まれる。また、記録媒体３１０
には、ＲＯＭ、フラッシュメモリ等のように情報を電気的に記録する半導体メモリ等が含
まれていてもよい。
【００３６】
　なお、補助記憶装置３０４に格納される各種プログラムは、例えば、配布された記録媒
体３１０がドライブ装置３０８にセットされ、該記録媒体３１０に記録された各種プログ
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ラムがドライブ装置３０８により読み出されることでインストールされる。
【００３７】
　＜サーバ装置の機能構成＞
　次に、サーバ装置１２０の機能構成について説明する。図４は、サーバ装置の機能構成
の一例を示す図である。
【００３８】
　図４に示すように、サーバ装置１２０の施策導入効果予測部１２１は、ＵＩ提供部４０
１、シミュレーション要求受付部４０２、モデル算出部４０３、ＢＡＵ算出部４０４を有
する。また、サーバ装置１２０の施策導入効果予測部１２１は、効果算出部４０５、変化
量算出部４０６、予測値算出部４０７、シミュレーション結果出力部４０８を有する。
【００３９】
　ＵＩ提供部４０１は、端末１１０からのダウンロード要求に応じて、シミュレーション
アプリを端末１１０に送信する。
【００４０】
　シミュレーション要求受付部４０２は、シミュレーションアプリを端末１１０に送信し
たことに応じて、端末１１０から送信されるシミュレーション要求を受け付ける。また、
シミュレーション要求受付部４０２は、シミュレーション要求に含まれる、地方自治体名
、目的変数名、説明変数名を特定し、モデル算出部４０３に通知する。また、シミュレー
ション要求受付部４０２は、シミュレーション要求に含まれる、施策導入した場合の説明
変数の期待値を効果算出部４０５に通知する。
【００４１】
　モデル算出部４０３は、通知された目的変数名及び説明変数名に応じた全国の時系列デ
ータを、時系列データ格納装置１３０より取得し、取得した全国の時系列データの階差デ
ータを算出する。階差データとは、時系列データの各年とその翌年との差分（変化量）を
算出したデータである。モデル算出部４０３は、算出した階差データに基づいて、目的変
数と説明変数との相関を分析し、目的変数と説明変数との間に＋（プラス）の相関がある
のか、－（マイナス）の相関があるのかを判定する。
【００４２】
　また、モデル算出部４０３は、通知された地方自治体名、目的変数名及び説明変数名に
応じた地方自治体の時系列データを、時系列データ格納装置１３０より取得するともに、
取得した地方自治体の時系列データを、ＢＡＵ算出部４０４に通知する。
【００４３】
　また、モデル算出部４０３は、取得した地方自治体の時系列データから階差データを算
出し、相関について判定した判定結果に応じた階差データを抽出して、算定モデルを算出
する。なお、モデル算出部４０３は、＋の相関があると判定した場合には、階差データの
うち、階差同符号データを抽出することで算定モデルを算出し、－の相関があると判定し
た場合には、階差異符号データを抽出することで算定モデルを算出する。
【００４４】
　このように、モデル算出部４０３は、目的変数の時系列データから算出された階差デー
タと、説明変数の時系列データから算出された階差データとに基づいて算定モデルを算出
する。これにより、モデル算出部４０３は、説明変数の変化量と目的変数の変化量との関
係を示す算定モデルを算出することができる。
【００４５】
　ＢＡＵ算出部４０４は、モデル算出部４０３より通知された地方自治体の時系列データ
を回帰分析する。また、ＢＡＵ算出部４０４は、回帰分析の結果に基づいて、将来の説明
変数の予測値と目的変数の予測値とを算出する。このとき算出される説明変数の予測値は
、施策導入しなかった場合の説明変数の予測値であり、以下では、ＢＡＵデータ（説明変
数）と称する。また、このとき算出される目的変数の予測値は、施策導入しなかった場合
の目的変数の予測値であり、以下では、ＢＡＵデータ（目的変数）と称する。ＢＡＵデー
タ（説明変数）及びＢＡＵデータ（目的変数）はいずれも、過去の時系列データを回帰分
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析することで得られるデータの一例である。
【００４６】
　効果算出部４０５は、施策導入した場合の説明変数の期待値と、ＢＡＵデータ（説明変
数）との差分（説明変数の変化量）を効果データとして算出する。上述したとおり、ＢＡ
Ｕデータ（説明変数）は、施策導入しなかった場合の説明変数の予測値であることから、
施策導入した場合の説明変数の期待値との差分である効果データは、施策導入したことに
よる社会構造の変化を表しているといえる。
【００４７】
　変化量算出部４０６は、モデル算出部４０３により算出された算定モデルに、効果算出
部４０５により算出された効果データを入力することで、施策導入した場合の目的変数の
変化量を算出する。
【００４８】
　予測値算出部４０７は、ＢＡＵ算出部４０４により算出されたＢＡＵデータ（目的変数
）に、変化量算出部４０６により算出された目的変数の変化量を加算することで、施策導
入した場合の目的変数の予測値を算出する。
【００４９】
　このように、予測値算出部４０７は、説明変数の効果データに基づいて算出した目的変
数の変化量を、ＢＡＵデータ（目的変数）に加算することで、目的変数の予測値を算出す
る。このため、施策導入したことによる社会構造の変化（効果データ）が反映された予測
値を算出することができ、目的変数の予測値が実際の値と乖離してしまうといった事態を
回避することができる。また、従来のように、施策導入した場合の説明変数の期待値を回
帰モデルに直接入力して目的変数の予測値を算出するわけではないため、多重共線性の影
響で目的変数の予測値が安定しないといった事態を回避することができる。
【００５０】
　つまり、予測値算出部４０７により目的変数の予測値を算出することで、予測精度を向
上させることができる。
【００５１】
　シミュレーション結果出力部４０８は、予測値算出部４０７により算出された、施策導
入した場合の目的変数の予測値を含むシミュレーション結果を、端末１１０に送信する。
【００５２】
　＜サーバ装置の施策導入効果予測部に含まれる各部の処理の具体例＞
　次に、サーバ装置１２０の施策導入効果予測部１２１に含まれる各部の処理の具体例に
ついて説明する。
【００５３】
　（１）ＵＩ提供部の処理の具体例
　図５は、ＵＩ提供部により提供されるシミュレーションアプリが実行されることで、端
末に表示される表示画面の一例を示す図である。
【００５４】
　図５に示すように、ＵＩ提供部４０１により提供されるシミュレーションアプリが実行
されることで、端末１１０に表示される表示画面５００には、メニューボタン５１０が含
まれる。
【００５５】
　ユーザは、メニューボタン５１０を選択することで、地方自治体名、目的変数名、説明
変数名を入力する。図５の例は、地方自治体名＝ａａａ、目的変数名＝人口、説明変数名
＝婚姻件数が入力された場合を示している。
【００５６】
　地方自治体名、目的変数名、説明変数名が入力されることで、シミュレーションアプリ
は、時系列データ格納装置１３０から、対応する地方自治体の時系列データ５２１、５３
１を読み出し、目的変数表示欄５２０、説明変数表示欄５３０にそれぞれグラフ表示する
。
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【００５７】
　なお、シミュレーションアプリは、地方自治体の時系列データ５２１、５３１を回帰分
析することで、ＢＡＵデータ（目的変数）５２２、ＢＡＵデータ（説明変数）５３２を算
出してもよい。この場合、シミュレーションアプリは、算出したＢＡＵデータ（目的変数
）５２２、ＢＡＵデータ（説明変数）５３２を、目的変数表示欄５２０、説明変数表示欄
５３０にそれぞれグラフ表示する。
【００５８】
　また、シミュレーションアプリは、データ値表示欄５４０に、ＢＡＵデータ（目的変数
）５２２のデータ値、ＢＡＵデータ（説明変数）５３２のデータ値をそれぞれ表示する。
【００５９】
　データ値表示欄５４０には、更に、施策導入した場合の説明変数の期待値をユーザが入
力するための入力欄が設けられている。図５の場合、施策導入した場合の各年の説明変数
の期待値は、ケース１～ケース３のタブ５４１～５４３のいずれかを選択することで、最
大で３種類入力することができる。
【００６０】
　表示画面５００には、更に、シミュレーション要求ボタン５５０が含まれる。ユーザに
よりシミュレーション要求ボタン５５０が押圧されることで、シミュレーションアプリは
、施策内容（地方自治体名、目的変数名、説明変数名、施策導入した場合の説明変数の期
待値）を含むシミュレーション要求を、サーバ装置１２０に送信する。
【００６１】
　このように、ユーザは、端末１１０の表示画面５００を介して施策内容を入力するだけ
で、簡単にシミュレーション要求を行うことができる。
【００６２】
　（２）モデル算出部の処理の具体例
　図６は、第１の実施形態におけるモデル算出部の処理の具体例を示す図である。図６に
おいて、地方自治体の時系列データ６１０は、シミュレーション要求に含まれる地方自治
体名、目的変数名及び説明変数名に応じて、モデル算出部４０３が、時系列データ格納装
置１３０より取得した地方自治体の時系列データである。図６の例は、シミュレーション
要求に、地方自治体名＝"ａａａ"、目的変数名＝"人口"、説明変数名＝"婚姻件数"が含ま
れていたことを示している。また、図６の例は、時系列データ格納装置１３０には、地方
自治体名＝"ａａａ"の人口データ及び婚姻件数データとして、２０００年から２０１３年
までの各年のデータが格納されていたことを示している。
【００６３】
　このように、シミュレーション要求に含まれる施策内容に応じた時系列データを取得す
ることで、サーバ装置１２０は、施策内容に応じた施策導入効果シミュレーション処理を
実行することができる。
【００６４】
　モデル算出部４０３は、取得した地方自治体の時系列データ６１０から、階差データ６
２０を算出する。図６の例は、地方自治体の時系列データ６１０の２００１年の人口デー
タと２０００年の人口データとの差分を算出し、算出結果（"－６５７"）を年＝"２００
１－２０００"に対応付けて記録したことを示している。また、図６の例は、地方自治体
の時系列データ６１０の２００１年の婚姻件数データと２０００年の婚姻件数データとの
差分を算出し、算出結果（"－４８"）を年＝"２００１－２０００"に対応付けて記録した
ことを示している。
【００６５】
　地方自治体の時系列データ６１０によれば、２０００年から２００１年にかけて、人口
データ、婚姻件数データともに減っているため、年＝"２００１－２０００"に対応付けて
記録された階差データは、いずれもマイナスの値となっている。このように、人口データ
の階差データの符号と婚姻件数データの階差データの符号とが同じ場合（ともにプラス、
または、ともにマイナスの場合）、モデル算出部４０３は、当該階差データを、階差同符
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号データと判定する。
【００６６】
　また、図６の例は、地方自治体の時系列データ６１０の２００２年の人口データと２０
０１年の人口データとの差分を算出し、算出結果（"－７１４"）を年＝"２００２－２０
０１"に対応付けて記録したことを示している。また、図６の例は、地方自治体の時系列
データ６１０の２００２年の婚姻件数データと２００１年の婚姻件数データとの差分を算
出し、算出結果（"１２"）を年＝"２００２－２００１"に対応付けて記録したことを示し
ている。
【００６７】
　地方自治体の時系列データ６１０によれば、２００１年から２００２年にかけて、人口
データは減っているため、マイナスの値となっているが、婚姻件数データは増えているた
め、プラスの値となっている。このように、人口データの階差データの符号と婚姻件数デ
ータの階差データの符号とが異なる場合（一方がプラスで他方がマイナスの場合）、モデ
ル算出部４０３は、当該階差データを階差異符号データと判定する。
【００６８】
　モデル算出部４０３は、年＝"２００１－２０００"～"２０１３－２０１２"それぞれに
ついて階差データを算出し、それぞれの階差データが階差同符号データに該当するか、階
差異符号データに該当するかを判定する。
【００６９】
　また、図６において、全国の時系列データ６３０は、目的変数名＝"人口"、説明変数名
＝"婚姻件数"についての全国の時系列データである。モデル算出部４０３は、全国の時系
列データ６３０についても、階差データを算出し、人口データと婚姻件数データとの相関
を分析する。これにより、モデル算出部４０３は、人口データと婚姻件数データとの間に
、＋（プラス）の相関があるのか、－（マイナス）の相関があるのかを判定する。
【００７０】
　モデル算出部４０３は、＋の相関があると判定した場合、階差データ６２０に含まれる
各階差データのうち、階差同符号データを抽出し、算定モデル６４０を算出する。また、
モデル算出部４０３は、－の相関があると判定した場合、階差データ６２０に含まれる各
階差データのうち、階差異符号データを抽出し、算定モデル６５０を算出する。
【００７１】
　（３）ＢＡＵ算出部の処理の具体例
　図７は、第１の実施形態におけるＢＡＵ算出部の処理の具体例を示す図である。上述し
たように、ＢＡＵ算出部４０４は、ＢＡＵデータ（説明変数）及びＢＡＵデータ（目的変
数）を算出し、図７に示すように、ＢＡＵデータ格納部１２２の回帰分析結果データ７０
０に格納する。
【００７２】
　具体的には、ＢＡＵ算出部４０４は、モデル算出部４０３より通知された地方自治体の
時系列データを回帰分析することで、ＢＡＵデータ（目的変数）と、ＢＡＵデータ（説明
変数）とを算出する。また、ＢＡＵ算出部４０４は、算出したＢＡＵデータ（目的変数）
と、ＢＡＵデータ（説明変数）とを、それぞれ、回帰分析結果データ７００の"ＢＡＵデ
ータ（目的変数）"の項目及び"ＢＡＵデータ（説明変数）"の項目に格納する。
【００７３】
　（４）効果算出部の処理の具体例
　図８は、第１の実施形態における効果算出部の処理の具体例を示す図である。図８にお
いて、横軸は、"年"を表し、縦軸は、"婚姻件数"を表している。
【００７４】
　また、図８において、２０００年から２０１３年までの婚姻件数データ８１０は、地方
自治体の時系列データ６１０の年＝２０００年～２０１３年の各年に対応付けられた婚姻
件数データをグラフ化したものである。
【００７５】
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　一方、図８において、２０１３年以降の婚姻件数データ８２０は、施策導入した場合の
説明変数（婚姻件数データ）の期待値を示している。上述したとおり、施策導入した場合
の説明変数（婚姻件数データ）の期待値は、端末１１０より送信されるシミュレーション
要求に含まれている。
【００７６】
　効果算出部４０５は、シミュレーション要求に含まれている、施策導入した場合の婚姻
件数データの期待値を取得し、２０１３年～２０５０年までの婚姻件数データ８２０とし
て、グラフ化する。
【００７７】
　一方、効果算出部４０５は、２０００年から２０１３年までの婚姻件数データ８１０を
回帰分析することで得た、２０１３年～２０５０年までのＢＡＵデータ（説明変数）８３
０を、回帰分析結果データ７００より読み出し、グラフ化する。ＢＡＵデータ（説明変数
）８３０は、施策導入しなかった場合の婚姻件数データの予測値である。
【００７８】
　効果算出部４０５は、婚姻件数データ８２０とＢＡＵデータ（説明変数）８３０との各
年における差分を算出し、効果データ８４０を求める。
【００７９】
　つまり、効果データ８４０は、施策導入した場合の婚姻件数データの期待値と、施策導
入しなかった場合の婚姻件数データとの各年の差分であり、施策導入したことに伴う説明
変数の変化量に他ならない。
【００８０】
　（５）変化量算出部及び予測値算出部の処理の具体例
　図９は、第１の実施形態における変化量算出部及び予測値算出部の処理の具体例を示す
図である。図９において、横軸は、"年"を表し、縦軸は、"人口"を表している。
【００８１】
　また、図９において、２０００年から２０１３年までの人口データ９１０は、地方自治
体の時系列データ６１０の年＝２０００年～２０１３年の各年に対応付けられた人口デー
タをグラフ化したものである。
【００８２】
　変化量算出部４０６は、効果算出部４０５において求めた各年の効果データ８４０を、
モデル算出部４０３において算出された算定モデル（算定モデル６４０または６５０のい
ずれか一方）に入力する。これにより、変化量算出部４０６は、２０１３年～２０５０年
までの各年の、効果データ８４０に応じた人口データの変化量９４０を算出する。
【００８３】
　また、変化量算出部４０６は、２０００年から２０１３年までの人口データ９１０を回
帰分析することで得た、２０１３年～２０５０年までのＢＡＵデータ（目的変数）９３０
を、回帰分析結果データ７００より読み出し、グラフ化する。ＢＡＵデータ（目的変数）
９３０は、施策導入しなかった場合の人口データの予測値である。
【００８４】
　予測値算出部４０７は、ＢＡＵデータ（目的変数）９３０に人口データの変化量９４０
を加算することで、施策導入した場合の人口データの予測値（人口データ９２０）を算出
する。
【００８５】
　つまり、施策導入した場合の人口データの予測値は、施策導入しなかった場合の人口デ
ータの予測値と、人口データの変化量との各年の和算値である。
【００８６】
　シミュレーション結果出力部４０８は、シミュレーション結果として、２０１３年から
２０５０年までの目的変数の予測値（人口データ９２０）を端末１１０に送信する。
【００８７】
　（６）シミュレーション結果出力部の処理の具体例



(12) JP 2018-101201 A 2018.6.28

10

20

30

40

50

　図１０は、シミュレーション結果出力部によりシミュレーション結果が送信されること
で、端末に表示される表示画面の一例を示す図である。
【００８８】
　図１０に示すように、表示画面１０００には、シミュレーション結果を出力するための
出力欄として、目的変数表示欄５２０、説明変数表示欄５３０、データ値表示欄５４０が
含まれる。
【００８９】
　目的変数表示欄５２０には、シミュレーション結果出力部４０８により送信された目的
変数の予測値（人口データ９２０）がグラフ表示される。また、説明変数表示欄５３０に
は、シミュレーション要求に含めて送信した、施策導入した場合の説明変数の期待値１０
３２がグラフ表示される。更に、データ値表示欄５４０には、シミュレーション要求に含
めて送信した、施策導入した場合の説明変数の期待値（図１０の例は、ケース１のタブ５
４１が選択されることで、ユーザにより入力された説明変数の期待値）が表示される。
【００９０】
　このように、端末１１０の表示画面１０００にシミュレーション結果が表示されること
で、ユーザは、施策導入の効果を定量的に把握することができる。
【００９１】
　＜施策導入効果シミュレーション処理の流れ＞
　次に、サーバ装置１２０の施策導入効果予測部１２１により実行される施策導入効果シ
ミュレーション処理の流れについて説明する。図１１は、施策導入効果シミュレーション
処理のフローチャートである。
【００９２】
　ステップＳ１１０１において、ＵＩ提供部４０１は、端末１１０より、シミュレーショ
ンアプリのダウンロード要求を受信したか否かを判定する。ステップＳ１１０１において
、ダウンロード要求を受信していないと判定した場合には（ステップＳ１１０１において
Ｎｏの場合には）、ダウンロード要求を受信するまで待機する。
【００９３】
　一方、ステップＳ１１０１において、ダウンロード要求を受信したと判定した場合には
（ステップＳ１１０１においてＹｅｓの場合には）、ステップＳ１１０２に進む。
【００９４】
　ステップＳ１１０２において、ＵＩ提供部４０１は、要求元の端末１１０に、シミュレ
ーションアプリを送信する。
【００９５】
　ステップＳ１１０３において、シミュレーション要求受付部４０２は、シミュレーショ
ンアプリを起動した端末１１０から、シミュレーション要求を受信したか否かを判定する
。ステップＳ１１０３において、シミュレーション要求を受信していないと判定した場合
には（ステップＳ１１０３においてＮｏの場合には）、シミュレーション要求を受信する
まで待機する。
【００９６】
　一方、ステップＳ１１０３において、シミュレーション要求を受信したと判定した場合
には（ステップＳ１１０３においてＹｅｓの場合には）、ステップＳ１１０４に進む。
【００９７】
　ステップＳ１１０４において、シミュレーション要求受付部４０２は、端末１１０より
送信されたシミュレーション要求を受け付ける。
【００９８】
　ステップＳ１１０５において、シミュレーション要求受付部４０２は、シミュレーショ
ン要求に含まれる施策内容（地方自治体名、目的変数名、説明変数名、施策導入した場合
の説明変数の期待値）を取得する。
【００９９】
　ステップＳ１１０６において、モデル算出部４０３は、シミュレーション要求受付部４
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０２が取得した、地方自治体名、目的変数名、説明変数名に応じた地方自治体の時系列デ
ータを、時系列データ格納装置１３０から取得する。また、モデル算出部４０３は、取得
した時系列データから階差データを算出し、階差同符号データか階差異符号データかの判
定を行う。
【０１００】
　ステップＳ１１０７において、モデル算出部４０３は、シミュレーション要求受付部４
０２が取得した、目的変数名、説明変数名に応じた全国の時系列データを、時系列データ
格納装置１３０から取得し、階差データを算出する。また、モデル算出部４０３は、全国
の時系列データから算出した階差データが、目的変数と説明変数との間に＋（プラス）の
相関があるのか、－（マイナス）の相関があるのかを判定する。
【０１０１】
　ステップＳ１１０８において、モデル算出部４０３は、算定モデルを算出する。具体的
には、モデル算出部４０３は、ステップＳ１１０７において＋（プラス）の相関があると
判定した場合には、地方自治体の時系列データから算出した階差データから、階差同符号
データを抽出し、算定モデルを算出する。一方、ステップＳ１１０７において－（マイナ
ス）の相関があると判定した場合には、モデル算出部４０３は、地方自治体の時系列デー
タから算出した階差データから、階差異符号データを抽出し、算定モデルを算出する。
【０１０２】
　ステップＳ１１０９において、ＢＡＵ算出部４０４は、地方自治体の時系列データのう
ち、説明変数の時系列データについて、回帰分析を行い、ＢＡＵデータ（説明変数）を算
出する。
【０１０３】
　ステップＳ１１１０において、効果算出部４０５は、シミュレーション要求に含まれる
、施策導入した場合の説明変数の期待値と、ステップＳ１１０９において算出したＢＡＵ
データ（説明変数）との差分を算出することで、効果データを算出する。
【０１０４】
　ステップＳ１１１１において、ＢＡＵ算出部４０４は、地方自治体の時系列データのう
ち、目的変数の時系列データについて、回帰分析を行い、ＢＡＵデータ（目的変数）を算
出する。
【０１０５】
　ステップＳ１１１２において、変化量算出部４０６は、ステップＳ１１１０において算
出した効果データを、ステップＳ１１０８において算出した算定モデルに入力することで
、施策導入した場合の目的変数の変化量を算出する。
【０１０６】
　ステップＳ１１１３において、変化量算出部４０６は、ステップＳ１１１１において算
出したＢＡＵデータ（目的変数）に、ステップＳ１１１２において算出した目的変数の変
化量を加算することで、施策導入した場合の目的変数の予測値を算出する。
【０１０７】
　ステップＳ１１１４において、シミュレーション結果出力部４０８は、シミュレーショ
ン結果として、目的変数の予測値を端末１１０に送信する。
【０１０８】
　ステップＳ１１１５において、ＵＩ提供部４０１は、施策導入効果シミュレーション処
理を終了するか否かを判定する。例えば、端末１１０との通信が継続している場合には、
ステップＳ１１１５において、施策導入効果シミュレーション処理を終了しないと判定し
（ステップＳ１１１５においてＮｏ）、ステップＳ１１０３に戻る。
【０１０９】
　一方、端末１１０との通信が切断した場合には、ステップＳ１１１５において、施策導
入効果シミュレーション処理を終了すると判定し（ステップＳ１１１５においてＹｅｓ）
、施策導入効果シミュレーション処理を終了する。
【０１１０】
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　以上の説明から明らかなように、第１の実施形態におけるサーバ装置１２０は、モデル
算出部が、目的変数の時系列データから算出される階差データと、説明変数の時系列デー
タから算出される階差データとに基づいて算定モデルを算出する。
【０１１１】
　これにより、モデル算出部は、説明変数の変化量と目的変数の変化量との関係を示す算
定モデルを算出することができる。
【０１１２】
　また、第１の実施形態におけるサーバ装置１２０は、施策導入した場合の説明変数の期
待値に応じて算出された効果データを、変化量算出部が、算定モデルに入力することで目
的変数の変化量を算出する。また、予測値算出部が、目的変数の変化量をＢＡＵデータ（
目的変数）に加算することで、目的変数の予測値を算出する。
【０１１３】
　これにより、サーバ装置１２０では、目的変数の予測値として、施策導入したことに伴
う社会構造の変化（効果データ）を反映させた予測値を算出することができ、算出する目
的変数の予測値が実際の値と乖離してしまうといった事態を回避することができる。また
、従来のように、施策導入した場合の説明変数の期待値を回帰モデルに直接入力して目的
変数の予測値を算出するわけではないため、多重共線性の影響で目的変数の予測値が安定
しないといった事態を回避することができる。
【０１１４】
　この結果、第１の実施形態におけるサーバ装置によれば、施策導入の効果を予測する際
の予測精度を向上させることができる。
【０１１５】
　［第２の実施形態］
　上記第１の実施形態では、現在時点（２０１３年）までの時系列データを用いて、目的
変数の予測値を算出する場合について説明した。これに対して、第２の実施形態では、現
在時点（２０１３年）までの時系列データを用いて、目的変数の予測値の算出と、算出し
た目的変数の予測値の予測精度の検証とを行う場合について説明する。
【０１１６】
　具体的には、転入者数を増加させる施策（例えば、土地開発による住宅地増設）を実際
に導入することで、人口が増加した自治体の時系列データを用いる。
【０１１７】
　この場合、施策を実際に導入した年（ここでは、２００６年とする）を、施策導入効果
シミュレーション処理の際の現在時点とする。そして、施策導入効果シミュレーション処
理の際の現在時点（２００６年）までの説明変数の時系列データと、施策導入効果シミュ
レーション処理の際の現在時点（２００６年）以降の説明変数の時系列データとを用いて
、目的変数の予測値を算出する。なお、施策導入効果シミュレーション処理の際の現在時
点（２００６年）以降の説明変数の時系列データは、施策導入した場合の説明変数の期待
値となる。
【０１１８】
　また、施策導入効果シミュレーション処理の際の現在時点（２００６年）から、実際の
現在時点（２０１３年）までの目的変数の時系列データと、算出した目的変数の予測値と
を対比することで、目的変数の予測値の予測精度を検証する。以下、第２の実施形態につ
いて、第１の実施形態との相違点を中心に、詳細を説明する。
【０１１９】
　（１）モデル算出部の処理の具体例
　図１２は、第２の実施形態におけるモデル算出部の処理の具体例を示す図である。図１
２において、地方自治体の時系列データ１２１０は、シミュレーション要求に含まれる地
方自治体名、目的変数名、説明変数名に応じて、モデル算出部４０３が、時系列データ格
納装置１３０より取得した地方自治体の時系列データである。図１２の例は、シミュレー
ション要求に、地方自治体名＝"ｂｂｂ"、目的変数名＝"人口"、説明変数名＝"転入者数"
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が含まれていたことを示している。また、図１２の例は、モデル算出部４０３が、地方自
治体名＝"ｂｂｂ"の人口データ及び転入者数データとして、２０００年から２０１３年ま
での各年のデータのうち、２０００年から２００６年までの各年のデータを呼び出したこ
とを示している。
【０１２０】
　モデル算出部４０３は、取得した地方自治体の時系列データ１２１０から、階差データ
１２２０を算出する。図１２の例は、地方自治体の時系列データ１２１０の２００１年の
人口データと２０００年の人口データとの差分を算出し、算出結果（"４０９"）を年＝"
２００１－２０００"に対応付けて記録したことを示している。また、図１２の例は、地
方自治体の時系列データ１２１０の２００１年の転入者数データと２０００年の転入者数
データとの差分を算出し、算出結果（"－２２８"）を年＝"２００１－２０００"に対応付
けて記録したことを示している。
【０１２１】
　地方自治体の時系列データ１２１０によれば、２０００年から２００１年にかけて、人
口データは増えているため、プラスの値となっている一方で、転入者数データは減ってい
るため、マイナスの値となっている。このため、モデル算出部４０３は、２０００年から
２００１年にかけての階差データを、階差異符号データと判定する。
【０１２２】
　また、図１２の例は、地方自治体の時系列データ１２１０の２００２年の人口データと
２００１年の人口データとの差分を算出し、算出結果（"４９１"）を年＝"２００２－２
００１"に対応付けて記録したことを示している。また、図１２の例は、地方自治体の時
系列データ１２１０の２００２年の転入者数データと２００１年の転入者数データとの差
分を算出し、算出結果（"２１４"）を年＝"２００２－２００１"に対応付けて記録したこ
とを示している。
【０１２３】
　地方自治体の時系列データ１２１０によれば、２００１年から２００２年にかけて、人
口データ及び転入者数データは、ともに増えているため、いずれもプラスの値となってい
る。このため、モデル算出部４０３は、２００１年から２００２年にかけての階差データ
を、階差同符号データと判定する。
【０１２４】
　モデル算出部４０３は、年＝"２００１－２０００"～"２００６－２００５"それぞれに
ついて階差データを算出し、それぞれの階差データが階差同符号データに該当するか、階
差異符号データに該当するかの判定を行う。
【０１２５】
　また、図１２において、全国の時系列データ１２３０は、目的変数名＝"人口"、説明変
数名＝"転入者数"についての全国の時系列データである。モデル算出部４０３は、全国の
時系列データ１２３０についても、階差データを算出し、人口データと転入者数データと
の相関を分析する。これにより、モデル算出部４０３は、人口データと転入者数データと
の間に、＋（プラス）の相関があるのか、－（マイナス）の相関があるのかを判定する。
【０１２６】
　図１２の例は、モデル算出部４０３は、＋の相関があると判定した場合を示している。
このため、モデル算出部４０３は、階差データ１２２０に含まれる各階差データのうち、
階差同符号データを抽出し、算定モデル１２４０を算出する（階差異符号データによる算
定モデル１２５０の算出は行わない）。
【０１２７】
　（２）効果算出部の処理の具体例
　図１３は、第２の実施形態における効果算出部の処理の具体例を示す図である。図１３
において、横軸は、"年"を表し、縦軸は、"転入者数"を表している。
【０１２８】
　また、図１３において、２０００年から２００６年までの転入者数データ１３１０は、
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地方自治体の時系列データ１２１０の年＝２０００年～２００６年の各年に対応付けられ
た転入者数データをグラフ化したものである。
【０１２９】
　一方、図１３において、２００６年以降の転入者数データ１３２０は、地方自治体の時
系列データの２００６年～２０１３年の各年に対応付けられた転入者数データを、施策導
入した場合の説明変数（転入者数データ）の期待値として入力しグラフ化したものである
。
【０１３０】
　効果算出部４０５は、２０００年から２００６年までの転入者数データ１３１０を回帰
分析することで得た、２００６年～２０１３年までのＢＡＵデータ（説明変数）１３３０
を、回帰分析結果データ７００より読み出し、グラフ化する。ＢＡＵデータ（説明変数）
１３３０は、施策導入しなかった場合の転入者数データの予測値である。
【０１３１】
　効果算出部４０５は、転入者数データ１３２０とＢＡＵデータ（説明変数）１３３０と
の各年における差分を算出し、効果データ１３４０を求める。
【０１３２】
　（３）変化量算出部及び予測値算出部の処理の具体例
　図１４は、第２の実施形態における変化量算出部及び予測値算出部の処理の具体例を示
す図である。図１４において、横軸は、"年"を表し、縦軸は、"人口"を表している。
【０１３３】
　また、図１４において、２０００年から２００６年までの人口データ１４１０は、地方
自治体の時系列データ１２１０の年＝２０００年～２００６年の各年に対応付けられた人
口データをグラフ化したものである。
【０１３４】
　変化量算出部４０６は、効果算出部４０５において求めた各年の効果データ１３４０を
、モデル算出部４０３において算出した算定モデル（算定モデル１２４０）に入力する。
これにより、変化量算出部４０６は、２００６年～２０１３年までの各年の、効果データ
１３４０に応じた人口データの変化量１４４０を算出する。
【０１３５】
　また、変化量算出部４０６は、２０００年から２００６年までの人口データ１４１０を
回帰分析することで得た、２００６年～２０１３年までのＢＡＵデータ（目的変数）１４
３０を、回帰分析結果データ７００より読み出し、グラフ化する。ＢＡＵデータ（目的変
数）１４３０は、施策導入しなかった場合の人口データの予測値である。
【０１３６】
　予測値算出部４０７は、ＢＡＵデータ（目的変数）１４３０に人口データの変化量１４
４０を加算することで、施策導入した場合の人口データの予測値（人口データ１４２０）
を算出する。
【０１３７】
　ここで、人口データ１４５０は、施策導入した場合の人口データの実測値であり、地方
自治体の時系列データの年＝２００６年～２０１３の各年に対応付けられた人口データを
グラフ化したものである。
【０１３８】
　人口データ１４２０（予測値）と、人口データ１４５０（実測値）とを対比することで
、人口データ１４２０（予測値）の予測精度を検証することができる。図１４の例によれ
ば、人口データ１４２０（予測値）が、人口データ１４５０（実測値）と同じような変化
を示していることがわかる。したがって、サーバ装置１２０による施策導入効果シミュレ
ーション処理は、施策導入の効果の予測において、概ね良好な予測精度を有しているとい
うことができる。
【０１３９】
　以上の説明から明らかなように、第２の実施形態におけるサーバ装置１２０は、実際に
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施策導入された自治体の時系列データを用いて、目的変数の予測値を算出し、目的変数の
実測値と対比する。
【０１４０】
　これにより、第２の実施形態におけるサーバ装置によれば、算出した目的変数の予測値
の予測精度を検証することが可能になる。
【０１４１】
　［その他の実施形態］
　上記第１及び第２の実施形態では、ユーザが施策内容として地方自治体名、目的変数名
、説明変数名、施策導入した場合の説明変数の期待値を入力するものとして説明したが、
ユーザが入力する施策内容はこれらに限定されない。他の情報を入力してもよいし、ある
いは、いずれかの施策内容（例えば、説明変数名）は、ユーザが入力するのではなく、サ
ーバ装置１２０側で自動選択するようにしてもよい。
【０１４２】
　また、上記第１及び第２の実施形態では、施策導入効果予測システム１００が１台の端
末１１０を有するものとして説明したが、施策導入効果予測システム１００が有する端末
は１台に限定されず、複数の端末を有していてもよい。この場合、複数の端末は、同一の
自治体に属する複数のユーザが利用してもよいし、別々の自治体に属する複数のユーザが
利用してもよい。つまり、サーバ装置１２０は、各自治体ごとに個別に設置されて、各自
治体の複数のユーザに対して施策導入効果予測サービスを提供してもよいし、クラウド上
に配し、複数の自治体のそれぞれのユーザに対して施策導入効果予測サービスを提供して
もよい。
【０１４３】
　また、上記第１及び第２の実施形態では、時系列データ格納装置１３０が、地方自治体
の時系列データと、全国の時系列データとを格納するものとして説明したが、これらの時
系列データは、異なる装置内に格納されていてもよい。また、時系列データ格納装置１３
０が格納する時系列データは、サーバ装置１２０が格納していてもよい。
【０１４４】
　また、上記第１及び第２の実施形態では、ＢＡＵデータ（説明変数）及びＢＡＵデータ
（目的変数）を、サーバ装置１２０が算出して格納するものとして説明した。しかしなが
ら、ＢＡＵデータ（説明変数）及びＢＡＵデータ（目的変数）は、他の装置で算出された
ものをサーバ装置１２０が取得するようにしてもよい。
【０１４５】
　また、上記第１及び第２の実施形態では、説明変数を１つ選択する場合について説明し
たが、説明変数は複数選択してもよい。
【０１４６】
　なお、開示の技術では、以下に記載する付記のような形態が考えられる。
（付記１）
　目的変数の時系列データから算出される階差データと説明変数の時系列データから算出
される階差データとに基づいて算定モデルを算出するモデル算出部と、
　施策導入する場合の前記説明変数の変化量を、前記算定モデルに入力することで、前記
目的変数の変化量を算出する変化量算出部と、
　施策導入しない場合の前記目的変数の予測値に、前記目的変数の変化量を加算すること
で、施策導入する場合の前記目的変数の予測値を算出する予測値算出部と
　を有することを特徴とする施策導入効果予測装置。
（付記２)
　前記モデル算出部は、前記目的変数の時系列データから算出される階差データと前記説
明変数の時系列データから算出される階差データとが正の相関を有する場合の算定モデル
、または、前記目的変数の時系列データから算出される階差データと前記説明変数の時系
列データから算出される階差データとが負の相関を有する場合の算定モデルのいずれかの
算定モデルを算出することを特徴とする付記１に記載の施策導入効果予測装置。
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（付記３）
　前記モデル算出部は、
　前記正の相関を有する場合、前記目的変数の時系列データから算出される階差データと
、前記説明変数の時系列データから算出される階差データとが、互いに同符号となる階差
データを用いて前記算定モデルを算出し、
　前記負の相関を有する場合、前記目的変数の時系列データから算出される階差データと
、前記説明変数の時系列データから算出される階差データとが、互いに異符号となる階差
データを用いて前記算定モデルを算出することを特徴とする付記２に記載の施策導入効果
予測装置。
（付記４）
　施策導入する場合の前記説明変数の変化量は、
　前記説明変数の時系列データを回帰分析することで得られる、施策導入しない場合の前
記説明変数の予測値と、施策導入する場合の前記説明変数の期待値との差分に基づいて算
出されることを特徴とする付記１乃至付記３のいずれかの付記に記載の施策導入効果予測
装置。
（付記５）
　施策導入しない場合の前記目的変数の予測値は、
　前記目的変数の時系列データを回帰分析することで得られることを特徴とする付記１乃
至付記４のいずれかの付記に記載の施策導入効果予測装置。
（付記６）
　目的変数の時系列データから算出される階差データと説明変数の時系列データから算出
される階差データとに基づいて算定モデルを算出し、
　施策導入する場合の前記説明変数の変化量を、前記算定モデルに入力することで、前記
目的変数の変化量を算出し、
　施策導入しない場合の前記目的変数の予測値に、前記目的変数の変化量を加算すること
で、施策導入する場合の前記目的変数の予測値を算出する、
　処理をコンピュータに実行させるための施策導入効果予測プログラム。
（付記７）
　目的変数の時系列データから算出される階差データと説明変数の時系列データから算出
される階差データとに基づいて算定モデルを算出し、
　施策導入する場合の前記説明変数の変化量を、前記算定モデルに入力することで、前記
目的変数の変化量を算出し、
　施策導入しない場合の前記目的変数の予測値に、前記目的変数の変化量を加算すること
で、施策導入する場合の前記目的変数の予測値を算出する、
　処理をコンピュータが実行することを特徴とする施策導入効果予測方法。
（付記８）
　施策導入効果予測装置と、該施策導入効果予測装置と通信する端末と、時系列データを
格納する格納装置とを有する施策導入効果予測システムであって、
　前記施策導入効果予測装置は、
　目的変数の時系列データから算出される階差データと説明変数の時系列データから算出
される階差データとに基づいて算定モデルを算出するモデル算出部と、
　施策導入する場合の前記説明変数の変化量を、前記算定モデルに入力することで、前記
目的変数の変化量を算出する変化量算出部と、
　施策導入しない場合の前記目的変数の予測値に、前記目的変数の変化量を加算すること
で、施策導入する場合の前記目的変数の予測値を算出する予測値算出部と
　を有することを特徴とする施策導入効果予測システム。
（付記９）
　前記端末は、
　目的変数名と、前記施策導入する場合の説明変数の期待値とを前記施策導入効果予測装
置に送信し、
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　前記施策導入効果予測装置より、前記施策導入する場合の目的変数の予測値を受信して
表示することを特徴とする付記８に記載の施策導入効果予測システム。
（付記１０）
　前記施策導入効果予測装置は、
　前記端末より送信された、前記目的変数名に応じた時系列データを、前記格納装置より
取得することを特徴とする付記９に記載の施策導入効果予測システム。
【０１４７】
　なお、上記実施形態に挙げた構成等に、その他の要素との組み合わせ等、ここで示した
構成に本発明が限定されるものではない。これらの点に関しては、本発明の趣旨を逸脱し
ない範囲で変更することが可能であり、その応用形態に応じて適切に定めることができる
。
【符号の説明】
【０１４８】
１００　　　　　　　：施策導入効果予測システム
１１０　　　　　　　：端末
１２０　　　　　　　：サーバ装置
１２１　　　　　　　：施策導入効果予測部
１２２　　　　　　　：ＢＡＵデータ格納部
１３０　　　　　　　：時系列データ格納装置
２１０　　　　　　　：地方自治体の時系列データ
２２０　　　　　　　：全国の時系列データ
４０１　　　　　　　：ＵＩ提供部
４０２　　　　　　　：シミュレーション要求受付部
４０３　　　　　　　：モデル算出部
４０４　　　　　　　：ＢＡＵ算出部
４０５　　　　　　　：効果算出部
４０６　　　　　　　：変化量算出部
４０７　　　　　　　：予測値算出部
４０８　　　　　　　：シミュレーション結果出力部
６１０　　　　　　　：地方自治体の時系列データ
６２０　　　　　　　：階差データ
６３０　　　　　　　：全国の時系列データ
６４０　　　　　　　：算定モデル
６５０　　　　　　　：算定モデル
７００　　　　　　　：回帰分析結果データ
１２１０　　　　　　：地方自治体の時系列データ
１２２０　　　　　　：階差データ
１２３０　　　　　　：全国の時系列データ
１２４０　　　　　　：算定モデル
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